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はじめに                       

 

わが国の刑法犯の認知件数は、平成１４年から１７年連続で減少しており、平成３

１年（令和元年）には約７５万件と戦後最少となりました。刑法犯による検挙人員も

毎年減少傾向にありますが、初犯者の減少ペースが、再犯者のそれを大きく上回るた

め、検挙者に占める再犯者の割合は年々増加をたどり、平成３１年（令和元年）には

約５割が再犯罪者となっています。 

日野市においても、再犯者の割合は増加傾向にあり、犯罪をした者等が再び犯罪に

手を染めることがないよう、立ち直りの支援や社会復帰への後押しが必要となってい

ます。 

このような中、平成２８年１２月に「再犯の防止等の推進に関する法律」が施行さ

れ、地方自治体は、再犯防止に関する施策を策定し、実施する責務と再犯防止推進計

画の策定に努めることが規定されました。 

計画の策定にあたっては、再犯防止の取組を「日野・多摩・稲城地区保護司会」と

連携し行ってきた経緯を踏まえ、日野市・多摩市・稲城市の３市で、共通の基本方針

及び取組みの枠組みを定めた「日野・多摩・稲城３市共通理念」を策定し、各市が実

情に応じた「再犯防止推進計画」を作ることといたしました。 

このような経過を踏まえて、日野市の再犯防止推進計画では、罪を犯し様々な生き

づらさを抱えた者等が立ち直り、地域社会から孤立しないよう、多岐にわたる行政サ

ービスで総合的に支援し、関係機関等と連携を行いながら課題に取り組むことで、誰

もが安全で安心して暮らせるまちづくりを目指しています。 

再犯防止推進にあたり、市民の皆様のご理解、保護司会や更生保護女性会等、関係

機関の皆様のご協力が必要不可欠となります。是非この計画の目的をご理解いただき、

ご協力いただきますようよろしくお願いいたします。 

結びとなりますが、計画の策定にあたり、ご尽力、ご協力いただいた皆様に改めて

御礼申し上げます。 

 

 

          

令和３年１２月 

日野市長 大坪 冬彦  
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第１章 計画の基本的な考え方  

 計画策定の背景  

全国における刑法犯の認知件数は、平成１４年の２８５万４，０６１件をピークに１７年

連続で減少しており、平成３１年（令和元年）には７４万８，５５９件と戦後最少となりま

した。一方で、刑法犯による検挙者のうち再犯者の人員は、平成１８年をピークとして漸減

状態にありますが、初犯者の減少ペースがそれを上回るため、検挙者に占める再犯者の割合

（再犯者率）は年々増加を続け、平成３１年（令和元年）には４８．８％と検挙者のうち半数

が再犯者となりました。安全・安心な社会を実現するためには、再犯防止対策が必要不可欠

であると再認識されるようになりました。 

このように再犯防止対策の必要性・重要性が高まる中、平成２８年１２月に「再犯の防止

等の推進に関する法律」（平成２８年法律第１０４号。以下「再犯防止推進法」という。）が

施行され、地方自治体は、国との適切な役割分担を踏まえて、地域の実情に応じた再犯防止

に関する施策を策定し実施する責務と、再犯防止推進計画の策定に努めることが規定されま

した。 

犯罪をした者等の中には、その背景に様々な生きづらさを抱えている場合が少なくありま

せん。生きづらさを抱えた犯罪をした者等が地域社会で孤立することのないよう、「息の長

い」支援に向けて、国、地方公共団体、民間協力者が一丸となって、取り組むことが求められ

ています。 

このような状況を踏まえ、市は就労・住居や保健医療、教育・福祉等の部署と連携し、犯罪

をした者等の立ち直りを支援するとともに、新たな犯罪被害者を生まないためにも再犯を防

止し、安全で安心して暮らせるまちづくりを推進するため、日野市再犯防止推進計画を策定

します。 

 再犯防止施策の対象者  

本計画の対象者は、再犯防止推進法第２条第１項で定める「犯罪をした者等」とします。

「犯罪をした者等」とは、「犯罪をした者又は非行少年若しくは非行少年であった者」を言

います。 

■再犯防止推進法 付帯決議■ 

本法における「犯罪をした者等」の認定に当たっては、有罪判決の言渡し若しくは保護処

分の審判を受けた者又は犯罪の嫌疑がないという以外の理由により公訴の提起を受けなか

った者に限定するなど、本法の基本理念を踏まえ、かつ、その罪質、犯罪のなされた時期

を考慮し、不当に拡大した適用をすることがないようにすること。 
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 計画の位置づけ  

本計画は、再犯防止推進法第８条第１項に定める地方再犯防止推進計画として、国の再犯

防止推進計画及び東京都の再犯防止推進計画を勘案し、策定します。 

本市の上位計画である「第５次日野市基本構想・基本計画（２０２０プラン）」や「日野市

ＳＤＧｓ未来都市計画」、福祉や子ども等の分野における各種計画との整合を図ります。 

計画内では、「再犯防止推進計画日野・多摩・稲城３市共通理念」の内容に基づく、再犯の

防止を推進する取組のほか、就労・住居確保や保健医療、教育・福祉等の日野市における各

種施策で、再犯の防止等に関する取組を総合的に記載します。 

第８条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村

における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画を定めるよう努めなければならな

い。 

２ 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表するよう努めなければならない。 

  

 

■再犯防止推進計画 

再犯防止推進法の施行を受け、平成２９年２月に「再犯防止推進計画」が、閣議決定され

ました。再犯防止推進計画は、国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心

して生活できる社会の実現を図るため、政府が取り組む再犯防止に関する施策を盛り込ん

だ計画です。５つの基本方針と７つの重点課題から構成されています。 

用語解説 
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 計画の期間  

計画期間は、令和３年度から令和７年度（策定時期である令和３年１２月から令和８年３

月まで）とする。 

 日野・多摩・稲城 ３市共通理念  

日野市・多摩市・稲城市の３市は、これまで「日野・多摩・稲城地区保護司会」と連携して

再犯防止活動に取り組んできました。それらの経緯を踏まえ、再犯防止推進計画の策定にあ

たり、３市共通の基本方針、取組の枠組みを定めた「再犯防止推進計画 日野・多摩・稲城３

市共通理念」（以下、「共通理念」という。）を令和３年３月に策定しました。 

共通理念は、社会的に弱い立場の人々を含む全ての人を地域社会全体で包み支え合うソー

シャルインクルージョンの考え方のもと、犯罪をした者等が円滑に地域社会に復帰すること

ができるよう、取組の方向性を示すものです。 

共通理念の内容に基づき、日野市・多摩市・稲城市の３市がそれぞれの実情に合わせて再

犯防止推進計画を策定します。 

 計画の推進体制  

犯罪をした者等の立ち直りの支援は、地域の理解と協力を得て、関係機関団体や民間協力

者、国、東京都、近隣市と連携を図り、情報共有を行いながら継続的に支援を行うことが必

要です。 

計画の推進にあたり、「（仮称）日野市再犯防止推進委員会」を設置し、再犯防止の取組や

更生保護について、定期的に情報交換・課題共有を行います。 

また計画の進捗・管理にあたり、各重点課題の施策に対し、具体的な目標値を設定しませ

んが、ＰＤＣＡサイクル（計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善する

（Ａｃｔｉｏｎ））のもと、各施策の具体的な内容を把握し、同委員会のもと評価・見直しを

図ります。 

 

 

 

 

 

  

 

■ソーシャル・インクルージョン 

「全ての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的な生活の実現に繋げる

よう、社会の構成員として包み支えあう」という理念です。２０００年１２月に厚生省（現：

厚生労働省）がまとめた「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉の在り方に関する

検討会報告書」で、社会的に弱い立場にある人々を社会の一員として包み支えあうソーシ

ャル・インクルージョンの理念を進めることを提言しています。 

用語解説 
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第２章 犯罪防止等を取り巻く状況と課題  

 国と東京都の取組  

 国の取組  

国では再犯防止推進法に基づき、平成２９年１２月に「再犯防止推進計画」を制定しま

した。計画内では、５つの基本方針と７つの重点課題を定め、取組を進めることとしまし

た。 

≪５つの基本方針≫ 

①犯罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再び社会を構成す

る一員となることができるよう、あらゆる者と共に歩む「誰一人取り残さない」社会

の実現に向け、関係行政機関が相互に緊密な連携をしつつ、地方公共団体・民間の団

体その他の関係者との緊密な連携協力を確保し、再犯の防止等に関する施策を総合的

に推進すること。 

②犯罪をした者等が、その特性に応じ、刑事司法手続のあらゆる段階において、切れ目

なく、再犯を防止するために必要な指導及び支援を受けられるようにすること。 

③犯罪の防止等に関する施策は、生命が奪われる、身体的・精神的苦痛を負わされる、

あるいは財産的被害を負わされるといった被害に加え、それらに劣らぬ事後的な精神

的な苦痛・不安にさいなまれる犯罪被害者等が存在することを十分に認識して行うと

ともに、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚し、犯罪被害者の心情等を理解し、自

ら社会復帰のために努力することの重要性を踏まえて行うこと。 

④犯罪の防止等に関する施策は、犯罪及び非行の実態、効果検証及び調査研究の成果等

を踏まえ、必要に応じて再犯の防止等に関する活動を行う民間の団体その他の関係者

から意見聴取するなどして見直しを行い、社会情勢等に応じた効果的なものとするこ

と。 

⑤国民にとって再犯の防止等に関する施策は身近なものではないという現状を十分に認

識し、更生の意欲を有する犯罪をした者等が、責任ある社会の構成員として受け入れ

られるよう、再犯の防止等に関する取組を、分かりやすく効果的に広報するなどして、

広く国民の関心と理解が得られるものとしていくこと。 

 

≪７つの重点課題≫ 

①就労・住居の確保等 ②保健医療・福祉サービスの利用の促進等 

③学校等と連携した修学支援の実施等 

④犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等 

⑤民間協力者の活動の促進等、広報・啓発活動の推進等 

⑥地方公共団体との連携強化等 ⑦関係機関の人的・物的体制の整備等  
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 東京都の取組  

東京都は、国の再犯防止推進計画で掲げられた５つの基本方針を踏まえ、６つの重点課

題を定めた、東京都再犯防止推進計画を令和元年７月に制定し、取組を進めることとしま

した。 

≪６つの重点課題≫ 

①就労・住居の確保等 

②保健医療・福祉サービスの利用の促進等 

③非行の防止・学校と連携した修学支援等 

④犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導・支援等 

⑤民間協力者の活動の推進、広報・啓発活動の推進等 

⑥再犯防止のための連携体制の整備等 

 日野市の現状と課題  

 刑法犯再犯者検挙人員及び再犯者率（刑法犯検挙人員のうち再犯者の割合）  

日野警察署が取り扱った過去３年間のうち再犯者率は、警視庁や全国の再犯者率を若干

下回っているものの、全体の半数近くが再犯者という状況であり、再犯防止を推進してい

くことが求められます。 

（法務省矯正局東京矯正管区提供） ※少年の検挙人員を含まない 

 平成 29年 平成 30年 平成 31 年(令和元年) 

再犯者数 再犯者率 再犯者数 再犯者率 再犯者数 再犯者率 

日野警察署 73 42.0% 87 44.6% 75 46.9% 

警視庁 12,526 49.6% 12,573 49.5% 11,320 50.8% 

全国 95,028 50.6% 92,023 50.5% 86,952 50.5% 
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 人口および高齢者人口の将来推計  

総人口の伸びが見込めない中、平成２７年を１００とした場合の人口に対し高齢者（６

５歳以上）の占める割合の推計値は、全国平均及び東京都平均を上回る割合で増加してい

くことが見込まれています。 

（国立社会保障・人口問題研究所「平成３０年日本の地域別将来推計人口」および「日本の将来推計人口（平成２９年推計，出生中位・死亡中位）」より） 

 

下記の表でわかるように、検挙人員全体に占める高齢者の割合が大きく上昇していると

いう実態があることに加え、地域社会を担う方々の高齢化が今後ますます進んでいくこと

を念頭に取組を検討する必要があります。 

 

＜参考＞検挙人員全体に占める６５歳以上の割合と高齢化率の推移（単位：％）（令和２年版警察白書および令和２年版高齢社会白書より） 

 
平成 2 年 平成 12年 平成 22年 

平成 31年 

(令和元年) 

検挙人員全体に占める 65歳以上の割合 2.2 5.8 14.9 22.0 

高齢化率(65 歳以上人口の割合) 12.1 17.4 23.0 28.4 

 

＜参考＞警察署別刑法犯年齢別検挙人数割合 （法務省矯正局東京矯正管区提供） 

  

  令和 2年 令和 7 年 令和 12 年 令和 17 年 令和 22年 

日野市 
総人口 102.2 103.0 102.8 101.9 100.5 

65 歳以上人口 108.0 110.6 115.8 124.6 135.2 

東京都 
総人口 101.6 102.4 102.7 102.5 101.8 

65 歳以上人口 104.9 106.7 111.6 119.9 130.4 

全国 
総人口 98.6 96.4 93.7 90.7 87.3 

65 歳以上人口 106.9 108.6 109.7 111.7 115.8 

２０～２９歳, 

32.5%

30～39歳, 

21.3%

40～49歳, 

12.5%

50～59歳, 

10.0%

60～64歳, 

3.8%

65歳以上, 

20.0%

日野警察署

平成３１年（令和元年）度刑法犯年齢別検挙人員比率
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 高齢者（６５歳以上）の検挙人員の罪名別構成比（令和元年・単位：％）  

全年齢層と比べて、全高齢者では窃盗の割合が７割を超えています。特に、女性高齢者

では約９割が窃盗であり、万引きによる者の割合が約８割と顕著に高い特徴があります。 

日野市においては、ほぼすべて「窃盗」であり、全国より数値が高いことがわかります。 

（令和２年版犯罪白書より）※（ ）内は人員  ※「万引き」と「万引き以外の窃盗」をあわせて「窃盗」 単位：％ 

 

万引き 

万引き

以外の

窃盗 

傷害 

暴行 
横領 詐欺 その他 

全年齢層 (192,607 人) 28.7 20.1 24.1 6.9 4.6 15.5 

全高齢者 (42,463 人) 52.4 17.6 14.2 5.4 1.8 8.5 

男性高齢者 (28,877 人) 41.5 19.1 19.3 6.9 2.1 11.2 

女性高齢者 (13,586 人) 75.6 14.6 3.4 2.3 1.4 2.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞警察署別高齢者の検挙人員の刑法犯名構成比（法務省矯正局東京矯正管区提供）単位：％ 

  

万引き, 28.7%

万引き, 52.4％

万引き, 41.5%

万引き, 75.6%

万引き以外の窃盗, 

20.1%

万引き以外の窃盗, 

17.6%

万引き以外の窃盗, 

19.1%

万引き以外の窃盗, 

14.6%
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全年齢層 （192,607人）

全高齢者 （42,463人）

男性高齢者 （28,877人）

女性高齢者 （13,586人）

万引き 万引き以外の窃盗 傷害・ 暴行 横領 詐欺 その他

窃盗犯, 43.1 %

窃盗犯, 90.6 %

窃盗犯, 86.7 %

窃盗犯, 94.1 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全年齢層

全高齢者

男性高齢者

女性高齢者

【日野警察署】平成３１年（令和元年）刑法犯

高齢者の検挙人員の刑法犯名構成比（男女別）

凶悪犯 粗暴犯 窃盗犯 知能犯 風俗犯 その他
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 保護司の平均年齢  

保護司の平均年齢は全国より若干下回っていますが、平成３１年（令和元年）には東京

都平均を超える形となりました。こうした状況を踏まえつつ、保護司などの更生保護を支

えるボランティアの活動しやすい環境づくりについても検討していく必要があります。 

令和元年版犯罪白書より※全国平均のみ  ※各年１月１日時点の値 単位：歳 

 
平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 

平成 31 年 

(令和元年) 

日野市 61.6 62.6 62.4 63.7 64.1 

東京都 63.8 64.0 63.7 63.9 63.8 

全国 64.7 64.9 65.0 65.1 65.1 

 社会を明るくする運動の参加者数  

犯罪や非行のない安全で安心な地域社会を築くための全国的な運動である「社会を明る

くする運動」には、毎年多くの方に参加いただいています。再犯防止に向けた啓発事業と

して、今後も推進していくことが求められます。 

（法務省大臣官房秘書課提供 ※全国及び東京都のみ） 単位：人 

 
平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 

平成 31 年 

(令和元年) 

日野市 695 467 560 561 61 

東京都 307,451 331,892 331,897 311,510 318,432 

全国 2,563,333 2,833,914 2,769,306 3,228,710 2,969,544 

※日野市は平成３１年（令和元年）から街頭啓発活動に実施形態を変更。 

  

■更生保護 

犯罪や非行等をした人を社会の中で適切に処遇することで、再犯を防ぎ、非行をなくし、

これらの人たちが自立し更生することを支援することで、社会を保護し、個人と公共の福

祉を増進する活動です。 

■保護司 

犯罪や非行等をした人の立ち直りを地域で支えるボランティアであり、法務大臣から委嘱

を受けた非常勤の国家公務員です。主な職務は、保護観察を受けている人と面接をして指

導助言をすること、刑務所や少年院に入っている人の帰住先の生活環境を調整すること、

犯罪を予防する啓発活動等です。 

用語解説 
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第３章 目指すべき姿と基本方針・重点課題  

１. 目指すべき姿  

日野市は、令和元年（２０１９年）７月に東京都内では初の「ＳＤＧｓ未来都市」に選定さ

れました。２０３０年にあるべき姿を、「市民・企業・行政との対話を通した生活・環境課題

産業化で実現する 生活価値（ＱＯＬ）共創都市 日野」と定め、政策立案にあたりＳＤＧ

ｓの視点を組み入れつつ、社会・経済・環境の統合的な変革モデルとなることを目指します。 

本計画は、『誰一人取り残さない』安全で安心して暮らせるまちの実現に向け、各ゴール

（目標）の視点を取り入れ、事業を推進します。 

 

 

 

 

 

 

  

■ＳＤＧｓ 

「ＳＤＧｓ（エス・ディ・ジーズ）＝Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ 

Ｇｏａｌｓ」とは、「誰一人取り残さない（ｌｅａｖｅ ｎｏ ｏｎｅ ｂｅｈｉｎｄ）」

持続可能で、よりよい社会の実現を目指す世界共通の目標です。平成２７年（２０１５年）

に国連のサミットで採択されました。２０３０年を達成年度として１７のゴール（目標）

と１６９のターゲット（具体的な目標や実施手段）から構成されています。 

資料：国連ガイドラインより 

 

用語解説 
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２. 基本方針  

再犯防止推進法及び国と東京都の再犯防止推進計画を踏まえ、共通理念で定めた基本方針

を、日野市再犯防止推進計画の基本方針とします。 

（１）関係者・関係機関等との緊密な連携・協力と犯罪をした者等への切れ目のない支援 

（２）犯罪被害者等の尊厳への配慮及び犯罪をした者等が自らの責任を自覚し、犯罪被害 

者の心情を理解することの重要性を踏まえた取組の実施 

（３）社会情勢等に応じた効果的な施策の実施 

（４）地域社会の理解と協力を進めるための普及・啓発 

（５）保護司など民間協力者の活動しやすい環境づくりへの支援 

３. 重点課題  

基本方針に基づき、犯罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再

び社会を構成する一員となることができるよう、あらゆる者と共に歩む「誰一人取り残さな

い」社会の実現に向け、再犯の防止等に関する施策を総合的に推進します。 

 就労・住居の確保等  

犯罪をした者等の社会復帰・再犯防止を実現する上で、就労の有無は再犯率にも影響する

重要な要素であり、刑務所に再び入所した者のうち約７割が再犯時に無職で、仕事に就いて

いない者の再犯率は仕事に就いている者の約３倍の差が生じており、不安定な就労が再犯リ

スクとなっていることが明らかになっています（国計画より）。また、刑務所等からの満期

出所者の４割以上（全国で約３，４００人（令和元年法務省「矯正統計年報」より））が適当

な住居が確保されないまま出所し、帰住先の確保されている者と比較して再犯に至るまでの

期間が短くなっているという実情を踏まえ、就労や住居確保のための相談・支援等を充実さ

せる必要があります。 

＜参考＞ 検挙人員における犯行時の職業別状況（少年除く）（法務省矯正局東京矯正管区提供） 単位:人 

  

有職者, 94 有職者, 96 

有職者, 80 

学生・生徒等, 16 学生・生徒等, 16 学生・生徒等, 14 

無職者, 64 

無職者, 83 

無職者, 66 
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 保健医療・福祉サービスの利用の促進等  

刑法犯の検挙人員総数が減少している中で、６５歳以上の高齢者の検挙人員は横ばいで推

移しており、高齢者の割合は増加しています。出所後２年以内に刑務所に再び入所する割合

は、全世代の中で最も高いほか、出所後５年以内に再び刑務所に入所した高齢者のうち、約

４割の者が出所後６か月未満という極めて短期間で再犯に至っています（令和２年法務省「犯

罪白書」及び国計画より）。また、覚醒剤取締法違反の同一罪名再犯者率が上昇傾向にある

一方、大麻取締法違反の検挙人員が令和元年に過去最多となり、その半数以上が２０代以下

でした。大麻取締法違反の検挙者に占める再犯者の割合も、平成２８年は２２．４％と、平

成１８年に比べて２倍近い割合になっており、若年層の認識不足やインターネットなど気軽

に入手できることなどにより更なる増加が危惧されます（厚生労働省ＨＰより）。 

他にも高齢者、障害のある者、依存症（アルコール、薬物、ギャンブル等）を有する者等、

犯罪をした者等の中には保健医療、福祉サービスの利用が必要な者が多く、有機的な連携の

もと、機動的かつ継続的な支援を行う必要があります。 

 

 非行の防止・学校と連携した修学支援等  

非行を行う背景には、規範意識の低下、社会とのつながりの希薄化、家庭環境の変化、貧

困や虐待等の被害体験、集団的不良交友関係等様々な要因が複合的に生じているためと考え

られます。非行を生まないためにも、青少年の規範意識の向上、社会とのつながりの強化、

世帯の抱える生活課題への支援が求められています。また、全国の高等学校進学率は９８．

８％ですが、少年院入所者の２５．３％、入所受刑者の３７．４％が中学校卒業後、高等学校

に進学しておらず、また非行等が原因で高等学校を中退している者も少年院入所者の４０．

９％、入所受刑者の２４．６％と多い状況です（令和２年法務省「少年院在院者への高等学

校教育機会の提供に向けた検討会」及び国計画より）。非行の未然防止や青少年の健全育成

のため、また非行や犯罪に陥った少年が立ち直り地域社会の一員として社会復帰を果たすた

めに、学校・家庭・地域・関係機関等が連携して相談支援体制の充実や居場所づくり、必要な

修学支援等の取組を行うことが必要です。 

 

 民間協力者の活動と広報・啓発活動の促進等  

各地域において、犯罪をした者等の指導・支援、犯罪予防活動等に当たる保護司や犯罪を

した者等の社会復帰を支援するための幅広い活動を行う更生保護女性会、その他多くの民間

ボランティアの方々が地道に活動しています。しかし、保護司の高齢化、民間ボランティア

の減少、再犯防止に関する施策等が身近なものではない等の課題があり、引き続き支援を行

っていく必要があります。  



 

12 
 

 再犯防止のための連携体制の整備等  

犯罪をした者等の中には、矯正施設や保護観察所等の刑事司法関係機関による指導・支援

等を受け終わった後においてもその社会復帰を促し再犯を防止するため、地域において継続

的な支援を受けることが必要な者がいます。地方公共団体による各種住民サービスや民間団

体による支援に円滑につなげ、フォローすることを可能とする連携の仕組みが必要です。 

 

 日野市・多摩市・稲城市 ３市共通の取組  

①再犯防止への市民の理解促進に向けた取組を共に進めるため、３市間の連携を強化して 

いきます。 

②犯罪をした者等が適切な行政情報を受けられるよう、３市協働で情報提供の充実に向け 

た取組を進めます。 

③保護司会と３市で定期的な意見交換を行い、緊密に連携していきます。また、サポート 

センターの管理・運営など保護司会活動への支援も継続して進めます。 

④各市における社会を明るくする運動の広報活動について、市と保護司会の協働による取 

組を進めます。  
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第４章 重点課題ごとの主な取組  

本計画では、重点課題ごとの主な取組として、再犯の防止を目的にするもののほか、市民

の方々へ提供している各種施策で、再犯防止につながる施策についても掲げています。 

１. 就労・住居の確保等  

就労や住居確保のための相談・支援等を充実させることで、誰もが地域社会の一員として

安心して生活できる環境を整備します。 

 就労を支援する取組  

①  就労のための相談支援 

・就労の確保に向け、ハローワークや東京都若者総合相談センター（若ナビα）、東京

仕事センターなど、就労に関する支援機関の情報を提供します。 

・市の生活困窮者自立支援窓口をはじめとした相談支援窓口で、ひとり一人の状況に

応じて就労に向け相談を受け、就労の確保に向け、ハローワークや東京都若者総合

相談センター（若ナビα）、東京仕事センター等の適切な支援先につなぎます。 

・一般就労が難しい障害等がある方や高齢者には、それぞれにあった地域の雇用の場

を確保し、就労に向けた支援を行います。 

●就職面接会の実施【産業振興課】 

ハローワーク八王子、八王子市と共催で、全年齢を対象とした合同就職面接会を 

実施します。 

●ナイスワーク高幡【産業振興課】 

ハローワーク八王子の求人情報や職業紹介等を行います。 

●生活・就労支援事業【障害福祉課】 

日野市障害者生活・就労支援センターにおける就労支援事業です。 

１ 障害者（児）等（手帳の有無は問わない）並びにその家族に対し、生活及び

就労に関する相談並びに支援を一体的に行うとともに、市民に対し障害理解

に関する啓発等を行うことにより、障害者（児）等の安定した地域生活の向

上を図ります。 

２ 生活・就労支援事業…認定ＮＰＯ法人やまぼうし「くらしごと」に委託 

①就労面の支援 ②生活面の支援 ③地域開拓促進 ④関連機関との連携 

●シルバー人材センター事業【高齢福祉課】 

高齢者のもつ経験と能力を社会に役立てることにより高齢者の社会参加と生きが

いを促進し、福祉の増進を図る目的をもって設立するシルバー人材センターの管

理を行います。 
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●就労準備支援（生活困窮者自立支援事業）【セーフティネットコールセンター】 

生活困窮者の自立した生活のための支援です。一般就労が困難なひきこもりの方

や生活困窮者等に対し、日常生活の自立、社会生活の自立及び就労の自立に向け

た居場所支援や就労体験等の支援を実施します。 

②  関係機関等との連携 

・就労支援に向け、市各課及び近隣市、国や東京都の各支援機関、関係機関団体等が

連携を密にし、連携した支援を継続して行い、犯罪や非行等をした者の社会復帰に

向け取り組みます。 

●自立相談支援事業【セーフティネットコールセンター】 

生活に困りごとを抱えている方、どこに相談したらいいのかわからない等、相談

をうけ関係機関と連携し問題の解決に向け支援を行います。 

●生活保護【生活福祉課】 

最低限度の生活を保障する生活保護制度のうち、就労が可能な場合はハローワー

ク等と連携し、就労を支援し安心した生活を確保します。 

●金銭管理支援・家計相談【生活福祉課】 

生活保護利用者に対して、金銭管理の支援及び家計のやり繰りの相談を受け、安

定した生活の維持及び自立の促進を図ります。 

●協力雇用主制度【総務課】 

事業主等に対して、協力雇用主制度について周知します。 

 住居の確保  

①  公営住宅や住宅セーフティネット制度等の利用 

・低所得世帯やひとり親世帯、障害者や高齢者の世帯等で住居に困窮する世帯に対し、

公営住宅や住宅セーフティネット制度（東京ささエール住宅等）、日野市住宅セー

フティネット相談事業等を活用し住居の確保を支援します。 

●公営住宅空き住戸の募集【財産管理課】 

住宅セーフティネットとして、安全で快適な住まいを低所得者向け（暴力団員除

く）に提供します。 

●住宅セーフティネット相談事業（あんしん住まいる日野）【都市計画課】 

低所得世帯者、高齢者、ひとり親世帯、ＤＶ被害者や生活困窮者等の住宅確保要

配慮者を対象に民間賃貸住宅に関する相談窓口を設置します。必要に応じて福祉

サービスの紹介や民間賃貸住宅への円滑な入居の支援を行います。 

●緊急一時保護事業【セーフティネットコールセンター】 

緊急に避難又は保護を必要とする女性及びその者が監護する児童が、公共の緊急

一時保護施設を利用することができない場合に、市と協定を結ぶ施設で一時保護

を行います。 
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②  高齢者や障害者等が安心して生活できる場所の確保 

・自立が難しい高齢者や障害者等が安心して生活するために、生活の場となる施設等

への入所支援を行います。 

・経済的に困窮する市民に対し、生活保護等の制度を利用し住居の確保をしたうえで

自立に向けた支援を行います。 

●高齢者住宅事業（シルバーピア）【高齢福祉課】 

自立した日常生活ができる一人暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯の方のた

めの集合住宅です。これを提供することにより、高齢者の生活の安定と福祉の

増進に寄与することを目的とします。 

●ふれあいサロン事業【高齢福祉課】 

住み慣れた地域で支えあい、安心していきいきと暮らすことができるまちとし

ていくことを目的として取り組んでいる「日野市高齢者見守り支援ネットワー

ク」の一環として、自宅にこもりがちな高齢者が気軽に立ち寄れる居場所を確

保し、日常的な交流を行う地域活動の立ち上げ、運営の支援をする「ふれあい

交流型」事業を実施します。 

●高齢者相談支援（地域包括支援センター）事業【高齢福祉課】 

地域で暮らす高齢者の方々の総合相談窓口です。安心して暮らせる地域づくり

から、介護、総合事業、権利擁護に関することまで様々な業務を各関係機関と

連携しながら取り組みます。 

  

 

■住宅セーフティネット制度 

住宅確保要配慮者（低所得者、高齢者、障害者、子育て世帯、災害被災者等）を対象に、

安全かつ良質な住宅として登録された住まいを供給するための制度です。 

この制度に基づき登録されたセーフティネット住宅は、住宅確保要配慮者の入居を拒まな

い賃貸住宅です。 

■東京都若者総合相談センター（愛称：若ナビα） 

若者やその家族が抱える様々な悩みに対する総合相談窓口で、東京都内にある専門の窓口

や支援機関等への繋ぎ支援や情報提供等を行っています。 

用語解説 
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２. 保健医療・福祉サービスの利用の促進等  

誰一人取り残さない、よりよい社会の実現を目指し、ひとり一人の特性に応じたきめ細か

な支援を行うため、行政と関係各機関団体、地域の有機的な連携のもと機動的かつ継続的な

支援を行います。 

 犯罪や非行等をした人が抱える困難への取組  

①  様々な困りごとのための相談支援 

・複雑に絡んだ様々な課題や困りごとに対し、ひとり一人の特性や置かれている背景

等を把握し、その状況に応じた適切な支援先につなぎ、関係各機関団体等と情報を

共有し、連携した支援を継続して行います。 

・認知機能が低下した高齢者と家族に対する支援について、地域包括支援センターを

はじめとした高齢者の支援機関に速やかにつなぎ、適切な支援を行います。 

・障害や特性がある方と家族に対し、早期に保健医療・福祉のサービスを利用できる

よう関係機関等が連携し支援を行います。 

●人権身の上相談事業【平和と人権課】 

人権身の上相談を実施します。 

●健康管理支援【生活福祉課】 

心身の問題で日常生活能力が十分に発揮できず、安定した社会生活が営めない

者に必要な支援を行うことにより阻害要因の解消を図り、利用者等の自立を助

長します。 

●地域生活支援事業【障害福祉課】 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支

援法）第 77 条により市町村の地域生活支援事業としてあげられている事業のう

ち、日野市で取り組んでいる主な事業です。 

①相談支援事業（やまばと、ゆうき、ここななおへの委託で実施） 

②地域活動支援センター事業 ③成年後見制度利用支援 

④コミュニケーション支援事業（手話派遣など） 

⑤移動支援事業（外出支援） ⑥日常生活用具費助成  など。 

●心の健康づくり事業（デイケア事業）【障害福祉課】 

回復途上にある在宅の精神障害者を対象に、その対人関係の改善、生活習慣の

習得及び社会生活への適応を促すことを目的に集団生活に係る指導訓練等の事

業（デイケア事業）です。 

●ひきこもり対策支援【セーフティネットコールセンター】 

ひきこもりの状態にある方及びその家族への相談支援及びセミナーなどを実施

します。 
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●精神疾患自立支援【セーフティネットコールセンター】 

精神疾患が疑われる未受診・未治療者の支援です。精神疾患等を有すると思われ

る者及びその家族などに対し、相談及び医療機関の受診等に関する支援を行い

ます。 

②  薬物依存者の回復に必要な支援（相談など）  

・薬物等の依存がある、またその疑いがある人の支援について関係機関等と連携し、

専門の医療機関や支援団体等に繋ぎ、必要な福祉サービスを利用できるよう支援を

行います。 

●障害者総合支援法に基づく自立訓練【障害福祉課】 

薬物依存症の方の相談に応じ、生活に必要な考え方生き方を身につけ、続けら

れるように支援します。必要に応じて医療への受診などのサポートを行います。 

③  関係機関等と連携した見守り体制の充実  

・地域で安心して生活するために関係各課、関係各機関団体、地域が連携し、見守り

体制を整備することで必要な時に適切な福祉サービスを受け、安心して生活できる

よう支援します。 

●高齢者見守り支援ネットワーク事業【高齢福祉課】 

地域に住んでいる方々、お店や事業所、地域包括支援センターが連携して、高

齢者の様子の変化を早めに見つけ、速やかに対応するための取組です。 

●福祉の初期総合相談支援【セーフティネットコールセンター】 

どこに相談したらいいかわからないなど、福祉のあらゆる相談を受け必要な支

援や機関につなぎ、見守り体制を作るなど、継続した支援を行います。 

 生活困窮等に対する取組  

①  自立に向けた相談支援 

・ひとり一人の生活状況に応じた支援を行うため、生活状況等を丁寧に聴きとり、必

要な支援を計画的に実施し、早期に自立した生活ができるよう支援を行います。 

●生活困窮者自立支援事業【セーフティネットコールセンター】 

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るもので、生活困窮者に対し

ての相談、支援を実施します。 

●高齢者生活支援事業（配食サービス、安心サポート事業等）【高齢福祉課】 

（配食サービス）病気・高齢のため、買い物や調理が困難な方に、栄養バラン

スを考えた食事を届け、安否確認を行います。 

（安心サポート）一人暮らし等で介護認定を受けている方に、医療機関での待

ち時間の介助や掃除などのサービスを行います。 
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②  生活全般に対する支援 

・安定した生活に向け、必要な情報や助言等を定期的に行い、関係機関等と連携し寄

り添った支援を行います。 

●債務整理支援【生活福祉課】 

多重債務等を抱えている生活保護利用者に対し、日本司法支援センターの利用に

向けての相談および債務解消の助言を行うことにより、利用者の債務の解消およ

び社会生活での自立を図ります。 

●家計改善支援（生活困窮者自立支援事業）【セーフティネットコールセンター】 

生活困窮世帯の家計（収支）相談支援です。生活保護に至る前の段階の自立支援

策の強化を図るもので、生活困窮者に対して、家計相談・金銭管理等を実施しま

す。 

③  地域で支え合い、誰もが安心してともに暮らせるまちの推進 

・ソーシャル・インクルージョンや日野市地域福祉計画の考え方のもと、高齢者や障

害者などすべての人々が安全で安心して暮らせるまちを推進します。 

●地域福祉計画（第４期日野市地域福祉計画より）【福祉政策課】 

「地域でともに支えあい、誰もが安心して暮らせるまち」の実現を目指す、令和２

年度から令和６年度の５間年計画です。 

【目的】 

「地域で支え合い、誰もが安心して共に暮らせるまち」の実現 

【基本理念】 

１．地域で必要な支援につながる環境を整えていきます 

２．将来を見据えて、地域を核とした支え合う福祉を実現していきます 

３．地域で暮らす人たちが、地域で安心して生活していけるよう支援していきま 

  す 

【基本目標】 

１．身近な地域で気軽に相談できる機能を整え、ニーズに合った支援に努めます 

２．地域福祉を担う人材を育成するとともに、福祉サービスの質の向上に取り組み

ます 

３．地域住民等が主体的に行う地域福祉活動を支援します 

４．市民の権利を擁護する支援体制を整備していきます 

５．災害時要配慮者となる高齢者や障害者の防災対策が適切にとられる体制づくり 

を推進します 

【重点課題】 

１．地域での総合相談窓口機能の整備 

２．福祉人材の確保・育成・定着 

３．災害時の避難行動要支援者等への対応 
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３. 非行の防止・学校と連携した修学支援等  

学校、家庭、地域が連携・協働し、すべての子どもが学び、遊び、安心して健やかに成長で

きるよう環境を整えます。 

 子育て等に関する取組  

①  周産期から出産、育児、学齢期の子どもと家庭の相談支援 

・犯罪や非行等をした人の背景には、複雑な家庭環境である場合が少なくありません。

周産期からの相談支援体制を作り、家庭が抱える様々な困難の解決に向け、関係機

関等と連携して支援を行います。 

・親が、教育や子育て等に悩んだときに気軽に相談できる体制を整え、親と子どもに

必要な支援に繋ぎます。 

●子どもの学習・生活支援（生活困窮者自立支援事業） 

【セーフティネットコールセンター】 

生活困窮世帯の子どもの学習・生活等の支援です。生活困窮家庭の子どもに対し、

家庭や学校以外で安心できる居場所として勉強したり人間関係を深めたりできる

「学び合いの場」を提供し、困窮状態から脱却するための支援を実施します。 

●子どもと家庭の総合相談窓口事業【子ども家庭支援センター】 

子ども及びその家庭の様々な相談を受け、必要な支援につなぎます。 

●児童虐待防止対策事業（要保護、要支援児童の相談支援事業） 

【子ども家庭支援センター】 

児童福祉法に規定する要保護児童対策地域協議会として、虐待を受けたり、養育

困難な世帯の児童及びその家庭の支援を行います。 

●（仮称）子ども包括支援センター（令和５年２月開設予定）【子ども部】 

すべての子どもの健やかな成長を切れ目なく支援する子ども・家庭・地域の子育

て機能の総合支援拠点として、安心して妊娠・出産・子育てができ、子どもが健

やかに育つまちを目指します。 

②  特性のある子どもの相談支援 

・周産期からの相談を行う中で、子どもに障害や特性がある場合には、それに応じた

支援を早期に行います。 

・支援を行う際には、専門機関と連携して継続した支援を行います。 

●心理相談事業【発達教育支援課】 

詳細な子どもの状況を把握するための心理士による相談です。発達面や情緒面で

のアセスメントをおこない、適切な支援へつないでいます。 
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●ライフスキルトレーニング事業【発達教育支援課】 

高校生を対象とした指導です。将来の自立に向けて必要なスキルのトレーニング

を行い、エールでのトレーニングの他、市内イベントにボランティアスタッフと

して参加します。 

●スクールソーシャルワーカーによる支援事業【発達教育支援課】 

不登校等の課題を抱えた児童・生徒を取り巻く環境へ働き掛けを行い、福祉関係

機関とのネットワークも活用して学校の支援体制の充実と課題解決への対応を図

ります。 

●スクールカウンセラーによる相談対応【学校課】 

児童及び生徒の臨床心理に関して、高度に専門的な経験を有する臨床心理士をス

クールカウンセラーとして配置し、いじめや不登校等の未然防止、改善及び解決

並びに学校内の教育相談体制等の充実を図ります。スクールカウンセラーは、児

童・生徒へのカウンセリングや教職員・保護者に対して助言や援助等を行います。 

●学校生活相談事業（わかば教室）【教育センター】 

「わかば教室」は、さまざまな要因により、長期間の欠席状況にある児童・生徒

の社会的自立心の醸成並びに学習及び学校への登校を支援するためのものです。 

 困難を抱える子どものための学習・居場所等の取組  

①  すべての子どもが学ぶ機会を得ることができる取組 

・家庭環境やその子どもが抱える特性等に関わらず、学習する機会を得るための取組

を行います。 

・市内小中学校の子どもたちが抱える様々な悩みの解決のため、児童生徒とその親に

対する相談支援体制を充実します。 

・学習に必要な費用の捻出が困難な家庭に対しては、子どもの学習や進学のための支

援に繋ぎ、子どもが学ぶ機会を支援します。 

●放課後子ども教室（ひのっち）事業【子育て課】 

子どもたちが地域の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを提供してい

くことを目的に、放課後の子どもたちの居場所づくりを、地域の方々の協力を

得て実施している事業です。放課後に学校内の教室や校庭、体育館などに「ひ

のっちパートナー」を配置し、見守りを行うことで、放課後の遊び場環境を提

供します。また、ひのっちをさらに楽しく過ごせる居場所とするため地域の遊

びや学びの達人である「学習アドバイザー」が内容の充実を図ります。 

●受験生チャレンジ支援【セーフティネットコールセンター】 

中学３年生、高校３年生の受験料及び塾代を貸し付ける事業です。進学した場

合は返済が免除になります。 
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●ひとり親家庭等の子どもへの就学等支援（母子父子福祉資金貸付） 

【セーフティネットコールセンター】 

東京都母子及び父子、女性福祉資金の貸付及び償還の事業を実施します。 

全額東京都からの資金で実施、母子及び父子家庭の子の学費や転宅資金等の貸

付及び償還も実施します。 

②  すべての子どもが孤立することなく、大切に育まれるための取組 

・さまざまな困難を抱える子どもを、温かく迎え、孤立しないよう、子どもの居場所

支援に取り組む関係機関団体と連携し、協力して取り組みます。 

・子どもと家庭に関するさまざまな困りごとを解決するための「子どもと家庭の総合

相談」の充実を図り、相談内容に応じた支援の実施や支援先への繋ぎ、専門機関と

連携した支援を行います。 

●子ども食堂推進事業【子育て課】 

地域の子どもたちに食事及び交流の場を提供する「子ども食堂」を運営する団

体へ、その経費の一部を補助したり、情報共有を行う場を設けたりすることで、

地域コミュニティの醸成と子どもの居場所支援に取り組みます。 

●児童館事業【子育て課】 

少年少女、若者の居場所の１つとして、児童館に来館し、時にはリーダーとし

て活動します。 

 青少年の健全育成のための取組  

①  地域や関係機関・団体等と連携した見守り等の取組 

・非行を生まない地域の実現に向けて、青少年を支援する機関団体と連携し、青少年

の健全育成のための見守りを充実します。 

・青少年とその家庭が抱える課題を、青少年を支援する機関団体と共有し、青少年の

健全育成に取り組みます。 

●青少年育成を目的としたイベントにボランティアとして参加する【子育て課】 

各中学校区単位で活動している育成会の事業や青少年を育成するジュニアリー

ダー講習会、市が主催する祭りにボランティアとして参加します。 

●地区青少年育成会【子育て課】 

日野市地区青少年育成会（通称「育成会」）は中学校区ごとに組織され、子ども

が健やかに育つことを願い、自分の子どもだけでなく、地域に住む全ての子ども

に関心を持ち、地域ぐるみで青少年の育成について考え活動します（日野市民全

員が育成会会員という位置づけ）。育成会毎に様々な活動を行います。 
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●青少年委員の会【子育て課】 

青少年委員は、自分居住地域及び市内全域において青少年の健全育成に関する

活動をするために市から委嘱された委員です。青少年委員の会は市内中学校区

から２名ずつの委員計１６人で構成されます。年代、職業、子どもたちと関わる

バックグラウンドは様々ですが、子どもの活動の中で得意分野やネットワーク

を活かし、地域と学校、行政とのパイプ役として、また子どもたちのふれあいや

遊びのきっかけづくりを心がけて活動します。 

②  青少年の薬物乱用防止のための普及啓発  

・青少年を薬物等の乱用被害から守り、また乱用を防止するため、関係機関団体等と

連携し、啓発活動を実施します。 

●青少年薬物乱用対策推進本部会議【健康課】 

青少年を薬物乱用の被害から守り健全な育成を図るため、日野市青少年薬物乱

用対策推進本部設置要綱に基づき、学校、警察、保健所、東京都薬物乱用防止

推進日野地区協議会その他関係機関との情報交換の場として年１回開催しま

す。 

 

③ 性犯罪・性暴力の防止に向けた意識啓発 

・多様化する性犯罪、性暴力等の被害から若年層を守るため、関係機関団体等と連携

し、啓発活動を実施します。 

●若年層に向けた意識啓発【平和と人権課・セーフティネットコールセンター】 

 ストーカー、性犯罪、性暴力等の防止に関する啓発を行います。警察と連携し、

近隣の大学等へストーカー、性犯罪、性暴力及びデート DV 等の防止に関する出

張講座を開催します。 

●学校等における教育や啓発の内容の充実【平和と人権課・学校課】 

 性犯罪、性暴力被害予防に向けたリーフレット等の資料を活用し、保護者や地域

の意識を高めます。そのうえで学校は、保護者、地域の理解を得ながら予防教育

を推進していきます。学校へのデート DV 出張講座や情報提供等も行います。 
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４. 民間協力者の活動と広報・啓発活動の促進等  

犯罪や非行等をする人を生まない地域社会の実現には、民間協力者等の方々との連携が必

要です。犯罪や非行等をした人たちの立ち直りを支援するとともに、犯罪や非行の防止、安

全で安心して生活できる地域社会の実現に向けた啓発活動に取り組み、地域住民の理解と協

力を求めます。 

 立ち直りの支援の広報と啓発活動  

①  民間協力者の活動支援の充実 

・犯罪や非行等をした人の立ち直りを支える民間協力者を支援し、更生保護活動が活

発になるように努めます。 

●事務支援の実施【総務課】 

保護司会等を支援するため事務局として、助成金の交付を通して更生保護活動

が円滑に行えるよう支援します。 

②  再犯防止や立ち直りの支援に関する啓発活動  

・再犯防止や更生保護活動に関する啓発のため、社会を明るくする運動をはじめとす

る普及啓発活動を推進します。 

●社会を明るくする運動【総務課】 

社会を明るくする運動は、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの更生

について理解を深め、地域が力を合わせ犯罪や非行のない安全で安心な明るい

地域社会を築くための全国的な運動です。 

日野市では、７月の強調月間を中心に、街頭広報活動や市立中学校２年生を対

象とした出前授業、作文コンテストなど更生保護活動に理解と協力を求めるた

め様々な広報活動を行います。 
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③  誰もが安全で、安心して生活できる地域社会の実現にむけた防犯活動の推進 

・犯罪や非行等が起こらない、誰もが安全で安心して暮らせるまちをめざし、防犯に

関する啓発を推進し、地域住民の防犯意識の向上を図ります。 

・地域、関係機関団体と連携し、情報を共有しながら犯罪や非行等が起こらないまち

の実現にむけた取組を行います。 

●生活安全協議会【防災安全課】 

すべての市民が安全で安心して暮らせるまちづくりを推進するため、関係団体

間で市民生活の安心安全に関する情報や意見を交換し、連携の強化を図ってい

ます。 

●自主防犯組織【防災安全課】 

犯罪に強いまちづくりのため、各自会等で防犯パトロールや子どもの見守り、

防犯に係る学習など自主的な活動を行っています。市ではそのような団体に防

犯グッズの貸与や保険加入、助成金などにより支援を行っています。 

５. 再犯防止のための連携体制の整備等  

犯罪をした者等が支援を受けるために、保健医療・福祉サービス等の支援や制度に関する

情報提供ができるよう連携体制の整備に努めます。 

 立ち直り支援のための関係機関団体等の連携した取組  

①  民間協力者や関係機関団体等の連携した支援  

・犯罪や非行等をした人の立ち直りを支援する民間協力者や関係機関団体等と情報を

共有し連携した支援を行います。 

●保護司会【総務課】 

犯罪や非行等をした人の立ち直りを地域で支えるボランティアです。法務大臣

から委嘱を受けた非常勤の国家公務員です。主な職務に、保護観察を受けてい

る人と面接をして指導助言をすること、刑務所や少年院に入っている人の帰住

先の生活環境を調整すること、犯罪を予防する啓発活動等を行います。 

日野市は、多摩市と稲城市の３市で連携し、「百草台サポートセンター」を拠

点に犯罪や非行等をした人との面接や関係機関との協議等を行っています。 

●更生保護女性会【総務課】 

地域社会の犯罪・非行の未然防止のための啓発活動を行うとともに、青少年の

健全な育成を助け、犯罪をした人や非行のある少年の改善更生に協力すること

を目的とするボランティア団体です。地域の実情に即した非行問題等を話し合

うミニ集会のほか、子育て支援の活動などに取り組んでいます。 
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６. 日野市・多摩市・稲城市 ３市共通で行う取組  

これまで３市が「日野・多摩・稲城地区保護司会」と連携して再犯防止活動に取り組んで

きました。今後、犯罪をした者等が抱える様々な課題に対応し、支援を必要とする者が各種

サービスを収集できるよう、また、再犯防止に対する市民の理解を深めていくため、３市間

の連携をより強化していく必要があります。 

 ３市共通で行う取組  

①  ３市が連携した更生保護や関係機関と連携した取組 

・犯罪や非行等をした人の立ち直りを支援するため、一人ひとりに適した支援や近隣

市との連携体制を強化します。 

●各市における社会を明るくする運動の広報 

日野・多摩・稲城地区保護司会のうち、各市の分区が主催となって実施されてい

る「社会を明るくする運動」の広報活動について、市と保護司会の協働による取

組を推進します。 

●３市職員勉強会 

外部講師による講義の受講や更生保護施設の見学を行い、更生支援を学ぶ取組

を３市で連携して行います。 

●３市職員と保護司意見交換会 

日野・多摩・稲城地区保護司会との意見交換を行い、相互の情報について共有し

ます。 

●保護司候補者検討協議会 

保護司になり得る人材の発掘のため、東京保護観察所及び日野・多摩・稲城地区

保護司会が開催する保護司候補者検討協議会に協力します。 
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「日野・多摩・稲城地区保護司会 日野分区」 

 

日野・多摩・稲城地区保護司会は、日野市・多摩市・稲城市の３市から地区保護司会が

構成されており、日野分区が日野市を担当しています。保護司は、犯罪や非行をした人を

地域の中で適切に処遇することにより、再犯を防ぎ、非行をなくし、立ち直りを助けると

ともに、地域の犯罪・非行の予防を図る活動を、サポートセンター百草台を拠点として行

っています。日野・多摩・稲城地区保護司会日野分区では、２９名の保護司が日常的に活

動を行っていますが、近年、保護司担い手の確保が課題となっています。 

≪主な活動内容≫ 

１.更生保護 

（１）保護観察 

更生保護の中心となる活動で、犯罪や非行をした人に対して、更生を図るための約

束ごとを守るよう指導するとともに、生活上の助言や就労の援助などを行い、立ち

直りを助けるものです。 

（２）生活環境調整 

少年院や刑務所に収容されている人が、釈放後にスムーズに社会復帰を果たせるよ

う、釈放後の帰住先の調査、引受人との話合い、就職の確保などを行い必要な受入

体制を整えるものです。 

（３）犯罪予防活動 

犯罪や非行をした人の改善更生について地域社会の理解を求めるとともに、犯罪や

非行を未然に防ぐために、社会を明るくする運動を通じて「学校との連携事業」な

どの犯罪予防活動を促進しています。 

２.社会を明るくする運動 

３.定例研修の開催 

４.「保護司会だより」の発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ～社会を明るくする運動～パネル展と街頭広報活動の様子 

コラム 
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参考資料 
再犯の防止等の推進に関する法律（平成２８年法律第１０４号）概要 
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再犯防止推進計画 概要 
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再犯防止推進計画加速化プラン 概要 

 

東京都再犯防止推進計画 概要 
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